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農林水産課　園芸畜産係 72-5167

国東市農業応援
定額給付金を給付します

あなたの会社を“カプセル”に詰めてPRしませんか？
「中小企業ガチャ」参加企業を募集します

観光・地域産業創造課　産業創出係 72-5183

　市では、若年層への企業PRと地元就職の促進を目的に、
遊び心をもって楽しく企業を知ることができる「中小企業
ガチャ」を実施します。この「中小企業ガチャ」にご参加い
ただける企業を、以下のとおり募集します。

　カプセルトイ風の企業紹介ツールです。
　企業の得意とする加工技術のサンプル（例：製造部品
など）やノベルティグッズ、企業紹介動画の二次元コード
などを直径約50mmのカプセルに封入し、若者の興味を
ひく形で情報を届けます。
　制作したガチャは国東高校や就職説明会会場などに
設置。生徒や就職説明会参加者にガチャを通じて市内
企業の魅力を発信します。

中小企業ガチャとは？

20社（※応募多数の場合は審査を行います）
募集企業数

応募・詳細はこちら

市ホームページ

8月31日㈪まで
募集期限

イメージ図

　近年の燃油や肥料、飼料など農業資材の価格高騰に伴う
経費の増加と、それに起因する農業所得の減少に対し、
農業継続を支援するため「国東市農業応援定額給付金」を
支給します。
　詳細は市ホームページをご覧になるか、農林水産課まで
お問い合わせください。

【主な支給対象要件】
次の①～④の全てに該当する農業従事者または法人
①市内に住民登録または事業所を有し、今後も農業を
継続する意思があること
②個人事業主の場合は令和7年分の税申告、法人は決算
月が令和7年7月1日から令和8年6月30日までの法人税
申告をしていること
③令和7年分の農業収入額が200万円以上であること
④市税などの滞納がないこと
※令和8年度国東市乾しいたけ燃油高騰対策支援事業を
受給している場合は、本事業は活用できません。

農業収入額に応じて、次の通り給付します。
給付金額

農業収入額
200万円以上～300万円未満
300万円以上～400万円未満
400万円以上～600万円未満
600万円以上～800万円未満
800万円以上1,000万円未満
1,000万円以上2,000万円未満
2,000万円以上3,000万円未満
3,000万円以上4,000万円未満
4,000万円以上5,000万円未満
5,000万円以上7,000万円未満
7,000万円以上

給付金額
3万円
5万円
8万円
10万円
15万円
20万円
30万円
40万円
50万円
60万円
70万円

9月30日㈬
申請期限

•国東市農業応援定額給付金支給申請書兼請求書
•申請要件に係る誓約書
•税申告書（確定申告・住民税申告）の写し（令和7年分）、
法人税申告の写し、農業収入額が確認できる書類
•振込口座通帳の写し

必要書類

農林水産課　園芸畜産係（市役所本庁舎2階）
または各総合支所地域振興課

提出先

　市では、物価高騰および燃油価格高騰により生産経
費増大の影響を受けている市内の乾しいたけ生産者の事
業継続の支援を目的に、暫定的かつ臨時的な措置として、
乾しいたけ生産に必要な燃油に対し、予算の範囲内で
補助金を交付します。

市内に住所を有する原木乾しいたけ生産者のうち、次の
いずれにも該当するもの。
①令和8年1月～12月に1万駒以上の種駒を購入している
こと
②国東市農業応援定額給付金を受給していないこと

補助対象者

乾しいたけの生産に必要な乾燥機の燃油料
補助対象経費

令和8年1月～12月の乾しいたけの出荷量に、乾燥機の平均
燃費（3.0ℓ/kg）を乗じて算出した燃油使用量に1ℓあたり
15円を乗じて得た金額

補助金額

申請時には次の書類が必要です。
①乾しいたけの出荷量が確認できる証明書などの写し
②種駒を購入したことが確認できる領収書などの写し

交付申請

農林水産課　林業水産係（市役所本庁舎2階）
または各総合支所地域振興課総務振興係
※申請書は、各提出先にて配布します。

申請書提出先

令和9年1月29日㈮
申請期限

乾しいたけ燃油高騰対策
支援事業補助金の
申請を受け付けます

農林水産課　林業水産係 72-5198

以下のすべてを満たす企業が対象です。
①国東市内に本社または営業拠点などを有し、採用意欲
が高い企業であること

②1～2時間程度の取材を受け入れられること
③加工サンプルやノベルティ（15個程度）を提供できること
※カプセル仕様：直径約50mm

募集対象企業

農業委員会は、農林水産省令で定めるところにより、毎
年一回、その区域内にある農地の利用の状況についての
調査を行わなければならない。

農地法第30条

　農業委員会では、年に１度、農地法第30条の規定によ
り市内全農地を対象に「遊休農地」や「遊休農地のおそれ
のある農地」「違反転用」など、実態把握と解消にむけた調
査を実施しています。本年度も農地の状態を確認するた
め、7月から9月にかけて現地調査を行います。調査員が
農地に立ち入る場合もございますが、ご理解とご協力を
お願いします。

農地パトロール（利用状況調査）を行います
農業委員会事務局 72-5176

市ホームページ


